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国・都・小金井市の計画等と地域公共交通計画との関係 

 

1 国・都・小金井市の計画等と地域公共交通計画 

地域公共交通計画の検討にあたり、国や都の方針を確認するとともに、小金井市の基本構想や基本

計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略での方針に基づき、各関連計画との連携・整合を図るものと

して検討を行います。 

 

以下を考慮して公共交通に関するマスタープランとして本計画を定めます。 

• コミュニティバス再編後（令和 4 年 8月再編計画策定、令和 5 年 4月再編運行開始）の市内

の地域公共交通の在り方を示す 

• 持続可能な地域公共交通ネットワークを構築し、鉄道・路線バス・コミュニティバス・タク

シー・その他の交通体系全体を活用する 

• 市民をはじめとする人々の移動の利便性を向上させる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R5 年度第 2 回地域公共交通活性化協議会 資料２－１ 

・第２次交通政策基本計画 

・グリーン社会の実現に向けた「国土交通グリーンチャレンジ」 

・リ・デザイン実現会議 

・東京における地域公共交通の基本方針 

・ゼロエミッション東京戦略 

国
の
方
針 

都
の
方
針 
小
金
井
市
で
の
他
の
計
画
と
の
関
係
性 

【福祉】 

・第 2期小金井市保健福祉総合計画 

・障がい者福祉の手引き 

【産業】 

・小金井市産業振興プラン 

【環境】 

・第 3次小金井市環境基本計画 

・第2次小金井市地球温暖化対策地域推進計画 

小金井市都市計画マスタープラン 

 

小金井市地域公共交通計画 

 

CoCoバス再編計画・ガイドライン 

 

連携・整合 

連携・整合 

各分野の計画 

第 5次小金井市基本構想・前期基本計画 

第 2期小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

国や社会の動向 

（SDGｓ・MaaS・自動運転等） 

連
携
・整
合 

 

公共交通に関する 
マスタープラン 
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2 各計画での主な記載事項 

2.1 関連計画 

関連する各計画書の概要と公共交通に関する主な記載事項

は以下のとおりです。 

 

分

類 

視

点 
計画等 計画概要 記載内容・施策 

国 
上

位 

地域公共交通計画等の

作成と運用の手引き

（R5.10改訂） 

本計画書の作成の手引

き 

・計画策定の意義 

・計画に盛り込む事項 

・関連する補助事業等 

第２次交通政策基本計

画 

（R３．５閣議決定） 

令和 7 年までを計画期

間とした国の交通政策

に関する基本方針 

・地域が自らデザインする 

・持続可能で多様かつ質の高いモビリティの実現 

・コンパクト・プラス・ネットワーク化の推進 

・バリアフリー、ユニバーサルデザイン化の推進 

・安全と交通関連事業の担い手の維持・確保 

・運輸部門における脱炭素化等の加速 

グリーン社会の実現に

向けた「国土交通グリー

ンチャレンジ」 

（R３.7国土交通省） 

日本の CO2 排出量の

約 5 割を占める運輸、

家庭・業務部門の脱炭

素化等に向けた施策・

プロジェクト 

・事業用バスへの次世代自動車の普及促進 

・公共交通、自転車の利用促進 

リ・デザイン実現会議 

（R5国土交通省） 

関係省庁と連携し、交

通と他分野との連携・

協働に関する取組を推

進。令和 6年 4月を目

途にとりまとめ。 

示されている事例等 

・ＡＩオンデマンド交通 

・地域公共交通等における自動運転の推進 

・エリア一括協定運行事業 

・独占禁止法特例法 

東

京

都 

上

位 

ゼロエミッション東京戦

略（R3.3改定） 

「ゼロエミッション東京」

の実現に向けたビジョ

ンと具体的な取組・ロー

ドマップをまとめたも

の。 

・マルチエネルギーステーションが定着 

・ZEVが幅広く普及 

・自動運転やMaaS等のモビリティ改革が進展 

・燃料電池バスの導入 

・ゼロエミッションバスの導入 

・小型路線バスの新車販売原則ＺＥＶ化 

東京における地域公共

交通の基本方針（R4.3

策定） 

目指すべき姿の実現に

向け、東京都として取

組の方向性を示し、関

係者間でビジョンを共

有するもの。 

小金井市は新都市生活創造域に位置 

・きめ細やかな移動サービスの提供 

・結節点での多様なモビリティの提供 

・行政界を感じることがない移動ができる 

＜記載内容の項目区分＞ 

利用の促進・サービスの充実 

環境への配慮 

新たな技術の活用 

事業者への支援・対応 

安全・バリアフリーの確保 
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分

類 

視

点 
計画等 計画概要 記載内容・施策 

小

金

井

市 

都

市 

政

策 

第 5次小金井市基本構

想・前期基本計画

（R4.3策定） 

第 2期小金井市まち・

ひと・しごと創生総合戦

略（R4.3策定） 

小金井市の今後の方向

性を示す上位計画。 

施策 

・まちの顔となる駅周辺の整備 

・バリアフリー化 

・交通安全の推進 

・放置自転車の抑制 

・自転車活用の促進 

・駅前環境の整備 

・公共交通のあり方の検討の推進 

目標 

・市内の安全な移動 

・交通手段の利便性への満足度の向上 

・交通事故死傷者数の減少 

小金井市都市計画マス

タープラン 

（R4.8改定） 

本市関連計画及び社会

経済情勢の変化などを

踏まえた小金井市の都

市計画に関する方向性

を示す計画。 

基本目標 2：人・モノの円滑な移動を支えるまち 

・自転車利用環境の形成 

・暮らしを支える公共交通体系の構築 

・交通結節機能の充実 

・新たな移動手段の検討 

交

通 

CoCo バス再編計画・

ガイドライン 

（R4.8策定） 

CoCo バスの在り方を

検討していくための方

針を整理。 

・公共交通不便地域の定義 

評価指標 

・運行経費に対する運賃等の収入の割合 

・1便当たりの利用者数 

福

祉 

健

康 

第 2期小金井市保健福

祉総合計画（H30.3策

定） 

福祉における制度の枠

組みを超え、全ての市

民の福祉と健康づくり

に資する計画として策

定。 

・CoCoバス再編における障害者割引の導入 

・高齢者の通院手段としての CoCoバスの運行 

障がい者福祉の手引き

（令和 5年度版） 

障がい程度により支援

を受けられる制度をま

とめたもの。 

愛の手帳、身体障害者手帳、脳性まひ、精神障

害者保健福祉手帳等の所有者に対する移動補

助 

・都営交通及び民営バス、CoCo バスの運賃の

料金割引 

観

光 

小金井市産業振興プラ

ン（R4.3策定） 

小金井市という生活都

市における産業振興の

在り方を考え、「まちの

活気を生み出す」ことを

目標として整理。 

・歩行空間の形成 

・自転車利用環境の形成 

・暮らしを支える公共交通体系の構築 

環

境 

第 3次小金井市環境基

本計画 

（R3.3策定） 

小金井市の環境保全等

に関する施策を総合的

かつ計画的に推進する

ための目標や施策の方

向等を定めたもの。 

・効率の良い輸送ルートを選択 

・より低炭素な輸送方法を選択 

・燃費のよい運転方法を選択 

・交通手段の転換の促進 

・市内の温室効果ガス排出量の削減 

第 2次小金井市地球温

暖化対策地域推進計画

（R3.3策定） 

市民、事業者、教育研究

機関、市が一体となり、

「緩和策」や、「適応策」

を総合的に推進してい

くことを目的として整

理されている。 

・公共交通機関の利便性向上 

・公共交通利用への転換 

・公共交通や CoCoバスの利便性の向上 

・低公害車の導入 
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2.2 その他国や社会の動向 

前回会議で示したその他の国や社会の動向は以下のとおりです。 

 

項目 内容 

新たなモビリティサービスの自走に向けた展開 

MaaS 

地域住民や旅行者一人一人の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動

サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 

国土交通省にて全国への早急な普及に取り組んでいる。 

自動運転 

経済産業省・国土交通省にて自動運転レベル４等の先進モビリティサービスの実現・普及に

向けてプロジェクトを立ち上げ、2025年までの継続的な検討を実施。 

多数の自治体にて実証実験等が実施されている。 

持続可能な社会に向けた展開 

SDGｓの推進 
2030年までに持続可能でよりよい世界を目指すための国際目標。17のゴール・169の

ターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。 

カーボンニュートラ

ルの推進 

2020年 10月、政府は 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

カーボンニュートラルを目指すことを宣言。 

2015年のパリ協定の長期目標をもとに、「2050年カーボンニュートラル」という目標を

掲げている。 

超スマート社会の推進 

Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会のこと。 

政府では地域における ICT 等の新技術を活用したマネジメント高度化により、諸課題の解

決を行い、新たな価値を創出する「スマートシティ」を推進。 

デジタル田園都市構

想 

地方を中心とした課題を解決に向けてデジタルの実装を進めるもの。 

デジタル田園都市国家構想総合戦略を定め、デジタル実装に取り組む地方公共団体数の

目標を掲げている。 

国が示す重要施策分野の例として、公共交通のリ・デザインを掲げている。 

公共交通を取り巻く状況 

バス・タクシー等運転

手の勤務時間の見直

し 

働き方改革関連法により、自動車運転の業務にも時間外労働の上限が設けられたことをう

け、令和 6年 4月から勤務時間の見直しを行う。 

これにより運転士の労働環境は改善されるが、運転士 1人当たりの運転時間が短くなるた

め、現在の運行ダイヤの維持に向けて運転士不足が生じる可能性がある。 

共創による地域交通

形成支援事業の創設 

地域公共交通の維持・活性化を目的として複数の主体が連携して行う取組。国土交通省で

は令和 4年度からモデル実証プロジェクトを募集・実施しており、令和 5年度も継続。 

エリア一括協定運行

事業の創設 

地域公共交通確保維持事業の 1つとして新たに追加されたもので、自治体と交通事業者

が協定を締結し、一定エリアについて一括して運行する事業に対する補助制度。 

地域公共交通の「リ・

デザイン」 

国の交通政策審議会において、MaaSなどデジタル技術の実装や、交通手段同士の垣根

を越え、また、交通領域以外との垣根を越える共創により潜在需要の顕在化に取り組む必

要性が示されている。 
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3 上位関連計画の内容 

3.1 国の上位計画における公共交通の位置づけ 

1) 地域公共交通計画等の作成と運用の手引き 第 4版（令和 5年 10月改訂） 

• 「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする「マスタープラン」と
しての役割を果たすもの。地方公共団体が地域の移動に関する関係者を集めて法定協議会を

開催しつつ、交通事業者や地域の関係者等との協議を重ねることで作成する。 

• 地域の移動手段の確保・充実を図るための取組について、地域公共交通に関する法律の理念
や、計画作成・運用に関する基本的な考え方や計画作成・運用を行う上で必要となる事項を

示したもの。 

• 令和 5 年 10 月の改正では、地域の関係者の連携と協働を推進し、地域の関係者相互間の連

携に関する事項を地域公共交通計画への記載に努める事項として整理された。 

• 必要に応じて、関係者との協議・合意のもと地域公共交通特定事業を策定することにより、
国の補助を受けて事業を進めることができる。 

 

＜地域公共交通計画に示す事項＞ 

 

出典：地域公共交通計画等の作成と運用の手引き「実践編」 
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＜地域公共交通計画と特例措置との関係＞ 

 

 

 

2) 第 2次交通政策基本計画（令和 3年 5月 28日閣議決定） 

• 令和７年度までを計画期間とし、3つの基本的方針、各基本方針に 3～4つの施策目標を設定

した上で、具体的な施策と 119の評価指標を提示している。 

• 施策目標の中で公共交通が主に係るのは以下の事項。 

基本的方針Ａ 

施策目標①地域が自らデザインする、持続可能で、多様かつ質の高いモビリティの実現 

施策目標②まちづくりと連携した地域構造のコンパクト・プラス・ネットワーク化の推進 

施策目標③交通インフラ等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化の推進 

施策目標④観光やビジネスの交流拡大に向けた環境整備 

基本的方針Ｃ 

施策目標②輸送の安全確保と交通関連事業を支える担い手の維持・確保 

施策目標③運輸部門における脱炭素化等の加速 
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＜計画の概要＞ 

 

 

 

＜今後の交通施策の基本方針＞ 

 

 

 

 

 

公共交通関連 
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3) 国土交通グリーンチャレンジ（令和 3年 7月策定） 

• 2050 年カーボンニュートラルや気候危機への対応など、グリーン社会の実現に貢献するた

め、日本の CO2 排出量の約 5 割を占める運輸、家庭・業務部門の脱炭素化等に向けた地球

温暖化緩和策、気候変動適応策等に戦略的に取り組む国土交通省の環境分野でのグリーン技

術を含めた施策・プロジェクトを取りまとめたもの。 

• 公共交通と関連するものは以下。 

・「自動車の電動化に対応した交通・物流・インフラシステムの構築」プロジェクトでの事

業用バスへの次世代自動車の普及促進 

・「デジタルとグリーンによる持続可能な交通・物流サービスの展開」プロジェクトでの公

共交通、自転車の利用促進 
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4) リ・デザイン実現会議 

• 公共交通の現在の課題を解決するため、先進的な取組をしている自治体や関係事業者等に対
し、連携・協働の取組において生じた問題について課題を整理しており、これまでに第 3 回

会議までを開催。 

• 関係省庁と連携し、交通分野と他分野との連携・協働に関する取組を推進するため、情報共
有・課題整理・対応方針の検討等を行う。令和 6 年 4 月を目途に、現状と先進事例、横展開

にあたっての課題とその対応策についてとりまとめ、本格展開を図る。 

• 関連する事業や施策として以下のようなものが整理されている。 

ＡＩオンデマンド交通／地域公共交通等における自動運転の推進／エリア一括協定運行事業

／独占禁止法特例法 等 

 

 

 

＜会議で示されている地域公共交通の状況＞ 
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＜地域別の共創の方向性＞ 

 
 

＜地域公共交通の「リ・デザイン」の内容＞ 
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3.2 東京都の上位計画における公共交通の位置づけ 

1) ゼロエミッション東京戦略（令和 3年 3月策定） 

• 2019 年 5 月、U20 東京メイヤーズ・サミットで、世界の大都市の責務として、平均気温の

上昇を 1.5℃に抑えることを追求し、2050 年に CO2 排出実質ゼロに貢献する「ゼロエミッ

ション東京」を実現することを宣言している。その実現に向けたビジョンと具体的な取組・

ロードマップをまとめた「ゼロエミッション東京戦略」を策定。 

• 2030・カーボンハーフスタイルについて、モビリティの分野の関連事項は以下。 

・マルチエネルギーステーションが社会インフラとして定着 

・ZEVが幅広く普及・多様なニーズに対応できる自動運転やMaaS利用社会に向けたモビ

リティ改革が進展 

・ゼロエミッションバイクの市場が拡大し二輪車の非ガソリン化が加速 

• また、モビリティ関連の目標指標は「燃料電池バスの導入」「ゼロエミッションバスの導入」
「小型路線バスの新車販売原則ＺＥＶ化」であり、それぞれ数値目標も示されている。 

 

 

 

 

⚫ 評価指標 

基本目標 指標 現状値 
目標値 

（2023 年） 

政策 2 
水素エネルギーの普及
拡大 

燃料電池バスの導入 
43台 

（2019年度累計） 
- 

ゼロエミッションバスの導入 － 300台以上 

政策 4 
ＺＥＶの普及促進 

ゼロエミッションバスの導入 
62台 

（2019年度累計） 
300台以上 

小型路線バスの新車販売原則ＺＥＶ化 
1.4％ 

（2019年度） 
原則ＺＥＶ化 
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2) 東京都における地域公共交通の基本方針（令和 4年 3月策定） 

• 目指すべき姿の実現に向け、東京都として取組の方向性を示し、関係者間でビジョンを共有
することを目的として、「東京における地域公共交通の基本方針」を策定し、地域ニーズに

合致した持続可能な取組を促すことが示されている。 

• 小金井市は新都市生活創造域に位置し、きめ細やかな移動サービスの提供や結節点での多様
なモビリティの提供、行政界を感じることがない移動ができるようになることが将来の姿と

して示されている。 
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3.3 小金井市の上位計画及び既存計画における地域公共交通網の位置付け 

1) 第 5 次小金井市基本構想・前期基本計画・第 2 期小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（令和 4年 3月策定） 

• 前期基本計画は「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」を掲げ、6 つの

政策分野に基づき、29の施策を示している。１つ目の政策分野が環境と都市基盤であり、公

共交通に関連する事項が示されている。 

• 施策目標で公共交通と関連するものは「交通環境の整備」で、市内の安全な移動や、交通手
段の利便性への満足度の向上、交通事故死傷者数の減少を目標としている。 

 

 

 

施策４：市街地の整備             施策７：交通環境の整備 
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⚫ 評価指標 

施策 指標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 7年度） 

施策４ 
市 街 地
の整備 

駅周辺などにおいて、小金井らしい魅力的な市街地が
整備されていると感じる市民の割合（アンケート） 

32.8％ 50.0％ 

駅周辺整備の進捗率 69.4％ 77.0％ 

施策７ 
交 通 環
境 の 整
備 

市内を安全に移動できていると感じる市民の割合（アン
ケート） 

49.2％ 60.0％ 

市内の交通手段における利便性への満足度（アンケー
ト） 

46.7％ 70.0％ 

交通事故死傷者 173人 121人 
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2) 小金井市都市計画マスタープラン（令和 4年 8月改定） 

• 都市の現状、第 5 次基本構想など上位計画によるまちづくりの方向性、これまでのまちづく

りの成果と課題、本市関連計画及び社会経済情勢の変化などを踏まえて総合的な見直しを行

い、策定した。 

• まちづくりのテーマ・基本目標を実現するため、「土地利用、道路・交通、みどり・水・環
境共生、安全・安心、生活環境」の 5 つの分野別に基本目標を示しており、基本目標 2：

人・モノの円滑な移動を支えるまちが示されている。 
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3) CoCoバス再編計画・ガイドライン（令和 4年 8月策定） 

地域の方々が中心となり、バス事業者・市とで問題を共有し、CoCo バスを守り、育てていくこと

を目的として策定。運行状況を定期的に評価し、利用状況や社会及び市内の環境等の変化に合わせ

て CoCoバスの在り方を検討していくため、運行方針や定期的な評価の方法、地域提案による新規導

入や運行変更検討の方法を示している。 

 

＜資料の構成と検討のフロー＞ 

 

 

 

＜評価指標の案＞ 
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4) 第３期小金井市保健福祉総合計画（案） ※策定中（令和５年１２月１５日までパブリックコメント募集中） 

• 「小金井しあわせプラン（第４次小金井市基本構想・後期基本計画）」に掲げる施策の大綱
「誰もが安心して暮らせる思いやりのあるまち」の実現をめざし、福祉における制度の枠組

みを超え、全ての市民の福祉と健康づくりに資する計画として策定されている。 

• 公共交通に関連する事項として、「地域福祉計画」における移動支援の充実のなかに CoCo

バスの利便性向上が掲げられている。 

 

  

 

• 「障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」においては外出のとき、不便
に感じたり困ることについて、「身近な公園や歩道のベンチなど、休憩できる場所が少な

い」、「バス停や駅まで遠い」、「歩道が整備されていない」などの意見が挙げられており、

自由な移動の確保策として CoCoバスへの障害者割引の導入が掲げられている。 

 

 

 

• 「第９期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画（小金井市地域包括ケア推進計
画）」において、高齢者の通院手段としての CoCoバスの運行が掲げられている。 

 

 
  



20 

5) 障がい者福祉のてびき（令和 5年度版） 

• 障がい程度により支援を受けられる制度をまとめたもので、都営交通及び民営バス、CoCo

バスの運賃の料金割引について記載されている。 
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6) 小金井市産業振興プラン（令和 4年 3月策定） 

• これまでの取組や社会情勢の変化も踏まえ、小金井市という生活都市における産業振興の在
り方を考え、様々な人々を巻き込みながら取り組んでいくため、令和４年度から令和７年度

までを計画期間とした本プランを策定した。 

• 前期基本計画の産業・観光分野の目標を実現するため、「まちの活気を生み出す」ことを目
標とし、目標に向けた５つの方向性と２つの視点、６つの方針を位置づける。 

• 「⑤誰もが安心して出かけられる環境をつくる」では、道路整備を進めることに加えて、今
後の取組みに関するアイデアとして、歩行空間の形成や自転車利用環境の形成、暮らしを支

える公共交通体系の構築が示されている。 
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7) 第 3次小金井市環境基本計画（令和 3年 3月策定） 

• 「小金井市環境基本条例」に基づき、小金井市の環境保全等に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するための目標や施策の方向等を定め、市、市民、事業者等のあらゆる主体が、そ

れぞれの立場あるいは協働で環境への負荷を低減し、環境保全に取り組んでいくための計画

である。 

• 循環型社会等実現すべき社会のあり方について、7 つの分野ごとに基本目標を掲げ、2～3 つ

の施策を示す。 

• 脱炭素に向けた取組みとして、効率の良い輸送ルートを選択、より低炭素な輸送方法を選択、
燃費のよい運転方法を選択が掲げられており、また、公共交通と関連するものとして、交通

手段の転換の促進や、市内の温室効果ガス排出量の削減などが示されている。 
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8) 第 2次小金井市地球温暖化対策地域推進計画（令和 3年 3月策定） 

• 地域をあげて地球温暖化対策に取り組むために市民、事業者、教育研究機関、市が一体とな
り、温室効果ガスの排出を抑制するための施策「緩和策」や、緩和を実施しても避けられな

い気候変動の影響に対処し、被害を回避・軽減していくための施策「適応策」を総合的に推

進していくことを目的とする。温室効果ガス排出量の削減目標の達成に向け、緩和策につい

て 6つの基本方針を掲げ、総合的に取り組む。 

• 公共交通と関連するものとして、市が取り組むべき事項として「公共交通機関の利便性向上」
が掲げられており、公共交通利用への転換や公共交通や CoCo バスの利便性の向上、低公害

車の導入を示している。 

 

 

 


